
平成30年度から令和14年度まで（15年間）

さかつる水道事業ビジョン
・アセットマネジメント

経営戦略
ビジョンの実現に向けた

中・長期的な経営の基本計画

平成29年度において同時に策定したさかつる水道事業ビジョン・アセットマネジメントとの整合性を踏まえ、主に経営戦略で
求められている以下の点を状況の変化を考慮し、「経営戦略」を策定しました。今回、総務省の新たな要請を踏まえ、改訂を
行いました。
１．経営の基本方針 ２．投資試算 ３．財源試算 ４．投資・財政計画の策定

坂戸、鶴ヶ島水道企業団 水道事業経営戦略 【概要版】

 坂戸、鶴ヶ島水道企業団では、全国の水道事業と同じく、水需要の減少に伴い給水収益の減少が始まっています。そ
の一方で、整備した施設が老朽化し、施設の更新や耐震化に多大な費用が必要になり、今後の経営は非常に厳しくな
ります。

 さかつる水道事業ビジョンの目標に掲げる「未来へつなぐ、安心と信頼を届ける水道」の実現を目的として、中・長期
的な経営の基本計画である「経営戦略」を令和４年度に策定しました。

 総務省は令和４年１月25日付けで「「経営戦略」の改定推進について」を通知し、令和7年度までの見直しを要請しまし
た。併せて、見直しに当たっては、持続可能なサービスの提供に不可欠であることから、今後の人口減少等を加味し
た料金収入の的確な反映、減価償却率や耐用年数等に基づく施設の老朽化を踏まえた将来における所要の更新費
用の的確な反映、物価上昇等を反映した維持管理費、委託費、動力費等の上昇傾向等の的確な反映、加えて収支を
維持するために必要となる経営改革の検討を要請しています。

 令和８年度からの埼玉県企業局による用水供給事業の料金改定の影響が極めて大きいことから、令和９年度からの
料金改定を見込み、本計画の見直しを行いました。

２ 今回の経営戦略の策定方針

１ 背景

４ 計画期間

３ 経営戦略の位置付け

各年度の
予算

●「経営戦略」は、水道事業ビジョンで掲
げた基本理念・将来像の実現に向け、計画
期間内において取り組むべき具体的施策や
財政収支の見通しを明らかにし、基本計画
と整合を図ったものとした。
●施策の実施に当たっては、社会情勢等の
環境の変化を踏まえて、各年度の予算へ適
切に反映。計画的かつ効率的な事業運営を
推進します。
●基本計画の進捗状況や見直しに合わせて、
事後検証を行います。ＰＤＣＡサイクルを
活用し、計画がより充実したものになるよ
う、スパイラルアップを図ります。

５ 経営の基本方針

７ 計画期間の建設改良費の推移

６ 水需要と料金収入の予測

注）事業費は消費税込

注）収支予測の金額は消費税抜

基本方針

良質で豊富な水源の確保や水質
検査体制の強化により、安全で
おいしい水道水を供給します。

浄水場や基幹管路の更新・改良
と耐震化計画を実施し、災害に
強い安定した水道施設整備を目
指します。

合理的・効率的な事業運営を行
い、コスト削減と適切な水道料
金の維持に努め、安定した経営
基盤の確立を図ります。

注）料金収入予測の金額は消費税抜

坂戸、鶴ヶ島水道企業団では、『さかつる水道事業ビジョン』の基本理念として掲げる「未来へつなぐ、安心と信
頼を届ける水道」の実現を目的に、中・長期的な経営の基本計画となる「経営戦略」を策定しました。

水需要の低迷に伴い料金収入が減少するなど、経営環境は年々厳しくなり、更新事業のための財源確保が課題とな
る状況の中で「経営戦略」においては「投資試算」と「財源試算」を均衡させた収支計画を策定することが重要です。

「投資試算」においては、アセットマネジメント策定により得られた実耐用年数にもとづく更新基準の採用や投資
の平準化を考慮した上で策定しました。これにより、水道施設の計画的な更新を行い健全性を維持することが可能と
なります。また、「財源試算」の策定においては、更新事業のための財源が限られるなかで事務作業の効率化や施設
管理の見直しを推進し、さらに中・長期的には、企業債の借入れを組み合わせることで資金残高を維持しながら経営
基盤の強化が可能となります。この２つの試算を均衡させた「投資・財政計画」により、中・長期的な視野で事業運
営に取り組んでいくことが可能となります。

今回、改訂した「坂戸、鶴ヶ島水道企業団水道事業経営戦略」の投資・財政計画では、令和７年度及び令和８年度
において純損失を計上する見込みですが、令和９年度に見込む料金改定以降は、再び純利益に転じ、経営の健全性を
保てる見通しです。今後とも、経営の合理化に努めることで健全な財政状態を維持しつつ、社会の動向を注視しなが
ら収支均衡を維持し、経営の健全性を保つことが重要です。

９ まとめ

【建設改良費の内訳】

【収益的収入】
53,143百万円

【収益的支出】
48,486百万円

基本
計画
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８ 計画期間の収支予測（平成30年度～令和14年度）

減価償却費＋資産減耗費

職員給与費 維持管理費

その他の支出
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収益的支出（平成30年度～令和14年度：単位：百万円）

料金収入

長期前受金戻入
補助金等 その他の収入
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収益的収入（平成30年度～令和14年度：単位：百万円）
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水源施設費 浄水施設費 配水施設費 配水管整備費 事務費 営業設備費

※建設改良費においては、継続費逓次繰越、建設改良繰越等により、例年繰越予算が生じますが、計画策定上、令和7年度以降は翌年度への
繰越額は生じず、各年度において全額執行するものとしています。

【平成30年度から令和14年度総額事業費】

240億2,251万円
③ 配水施設費
事業費：174億3,358万円
④ 配水管整備費
事業費：19億7,598万円

① 水源施設費
事業費：14億7,336万円
② 浄水施設費
事業費：4億5,661万円

⑤ 事務費
事業費：19億7,678万円
⑥ 営業設備費
事業費：7億620万円


